
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            ＜平成２０年度当初予算 総括表（障がい福祉課分）＞ 
                                     

（単位：千円） 

一般会計 平成 20年度 
当初予算額(A) 

平成 19年度 
当初予算額(B) 

前年度比 
(A)/(B) ％ 

歳 入 ６，２８１，１１８ ６，３６９，５７１ ９８．６ 

歳 出 １１，８５７，４５９ １１，７７７，３９３ １００．７ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新潟市健康福祉部障がい福祉課 
 

 



 

 

平成２０年度当初予算主な事業（障がい福祉課分） 
（一般会計） 
                                 （単位 千円） 

事 業 費 
課  名 事  業  名 

財 源 内 訳 
事 業 の 概 要 

 

介護給付費等関連事業 
 

 

障害者自立支援法

の見直しに向けた

緊急措置（拡充） 

 

 

 

 

149,702 

 

（国）     70,127 

（県）      28,805 

（その他）   4,731 

（一般）    46,039 

 

◎市民税非課税世帯及び障がい児を持つ世帯

の利用者負担軽減を図る。 

 通所サービスの報酬単価を引き上げ，事業

者の経営基盤の強化を図る。 

 

障がい福祉サービ

ス等の利用者負担

軽減 

 

 

53,424 

 

（一般） 

53,424 

 

◎障害者自立支援法の施行に伴う,経済的負

担の軽減を図るため,市民税課税世帯は利

用者負担額を2割軽減し,市民税非課税世帯

は3割軽減する。 

 

障がい者施設重度

者支援事業補助金 
 

 

19,887 

 

（一般）  19,887 

 

 

◎重度障がい者の利用人数に応じ,通所・入所

施設の事業者に対して運営費を補助する。 

 

障 が い 福 祉 課 

 

 

介護給付等事業 
 

 

5,195,120 

 

（国） 

2,525,361 

（県） 

1,153,933 

（その他） 

82,841 

（一般） 

1,432,985 

 
 

 

◎障がい者の日常生活を支援するために必要

な介護サービスを提供し,地域での自立し

た生活の推進を図る。 

                        （千円） 

〇居宅介護                   687,441 

〇短期入所                    88,892 

〇生活介護                   356,328 

〇就労継続・就労移行支援    395,674 

〇施設入所支援            2,624,243 

〇共同生活介護･援助          144,639 

〇療養介護                  44,011 

〇移動支援・日中一時支援・生活サポート 

                219,932 

 ○障がい児施設入所支援    555,193 

 ○障がい児デイサービス     9,268 

 ○特別対策事業         42,134 

  〇その他事業           27,365 



 

                                  

 

（一般会計） 
                                 （単位 千円） 

事 業 費 
課  名 事  業  名 

財 源 内 訳 
事 業 の 概 要 

 

就労支援事業 
 
 

障がい者就業能力 

向上支援事業 

(新規) 

 

 
 

 

 

 

12,067 

 

（国） 

4,751 

 

（一般） 

7,316 

 

◎障がい者の就業能力の向上と，就業機会の

拡大を図るため，職業訓練や指導員の育成を

支援する。 
 
○障がい者職業能力開発プロモート事業 
○障がい者ＩＴサポートセンターの新設 
○人材育成・職業訓練プログラム開発支援

事業 

 

 

地域活動支援セン

ター事業及び障が

い者小規模施設補

助金 
 

 

435,417 

 

（国） 

29,084 

（県） 

11,000 

（一般） 

395,333 

 

◎障がい者の自立と社会参加を推進するた

め、創作的活動や生産活動の機会の提供およ

び社会との交流の促進等の事業を実施する。 
 
〇地域活動支援センター 
・継続                14施設 
・新規・作業所から移行予定   8施設 

 
〇小規模施設 
・継続             13施設  

 

障がい者相談支援事業 
 
 

身体・知的障がい者 

更生相談所による

相談・支援 

 

2,650 

 

（一般）    2,650 

 

◎身体・知的障がい者更生相談所において，

障がい者への専門的な相談及び支援を進め

る。 

 

 

障 が い 福 祉 課 

 

 

障がい者相談支援 

事業 

 

 

30,220 

 

（国）      3,942 

（県）       1,971 

（一般）     4,307 

 

 

◎地域における障がい者への相談体制づくり

を進める。 

６箇所 

 

 



 

                               
（一般会計） 
                                 （単位 千円） 

事 業 費 
課  名 事  業  名 

財 源 内 訳 
事 業 の 概 要 

  

発達障がい者支援セ

ンター設置に向けた

調査・研究（新規） 

 

 

 

1,034 

 

（国） 

517 

 

（一般） 

517 

 

◎発達障がいの早期の発見と早期の支援や，家

庭からの相談への対応，専門的な指導及び助言

を行う拠点の設置に向け，調査研究を進めます。 

 

 

 

こころの健康づくりの推進 

 

自殺総合対策事業 

（拡充） 

 

1,730 

（一般） 

1,730 
 

 
◎「自殺対策基本法」及び「自殺総合対策大綱」

に基づき，こころの健康にとどまらず，自殺に

関する総合的な対策を推進するため，様々な分

野の機関，団体と連携しながら自殺の防止を図

る。 
 

 

障 が い 福 祉 課 

 

 
こころの健康センター

による相談・支援事

業の拡充 

 
10,751 

（国） 

46 

（使用料） 

129 

（諸収入） 

36 

（一般） 

10,540 
 

 
◎こころの健康センターにおいて,こころの

健康相談や各種講座の開催，調査研究など，

精神保健福祉に関する専門機関として心の健

康づくりを進める。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 



障がい福祉課

（単位：千円）

施策名 予算額 事業概要

心の健康づくりの推進 15,881○こころの健康センターによる相談・支援：10,751
○こころの健康推進事業：3,400
　 うつ・ストレス相談
○[拡充]自殺総合対策事業：1,730

障がいのあるこどもへの支援 28,391○障がい児放課後支援事業
　 特別支援学校等の放課後に障がい児の健全育成を図る
　　・実施施設　市立養護学校，新潟大学付属特別支援学校，県立新潟
　　　　　　　　養護学校，豊栄福祉交流センター

地域生活の支援 6,716,673○相談支援体制の充実
　 身体・知的障がい者更生相談所による相談・支援：2,650
　 障がい者相談支援事業：30,220
　 サービス利用計画作成：2,196
　 障がい者相談員設置事業：2,546
　 精神保健福祉対策費：2,423
　 [新規]発達障がい者支援センター設置に向けた調査研究：1,034

○在宅サービスの充実
　 居宅介護：687,441
　 短期入所：88,892
　 生活介護：356,328
　 共同生活介護・共同生活援助：144,639
　 移動支援・日中一時支援・生活サポート：219,932
　 訪問入浴サービス：37,713
　 補装具費の支給：204,996
　 日常生活用具の給付：147,157
　 障がい者紙おむつ支給事業：11,364
　 身体障がい者福祉電話設置：1,828
　 あんしん連絡システム事業：2,313
　 重症心身障がい児（者）通園事業：16,046

○経済的な支援
　 特別障害者手当等：521,435
　 心身障害者扶養共済事業
　　・運営事業費：95,905
　　・減免後の掛金の1/2を助成：5,194
　 在宅重度重複障がい者介護見舞金：10,800
　 タクシー料金の助成：123,926
　　・福祉タクシー料金の助成
　　・リフト付き福祉タクシー料金の助成
　 自動車燃料費の助成：172,223
　 自動車改造費の助成：12,776
　 自動車運転免許取得費用の助成：1,600
　 障がい者等施設通所費の助成：20,808
　 精神障がい者通所費の助成：5,077

平成２０年度当初予算における施策体系別主な事業

　（1）　子育て支援の充実と連携

２　こどもたちの健やかな育ちの支援

１　心豊かに健康でいきいきすごす

　（1）　自ら進める健康づくり

３　障がいのある人の自立支援

　（1）　地域生活の支援体制の充実



障がい福祉課

（単位：千円）

施策名 予算額 事業概要

平成２０年度当初予算における施策体系別主な事業

地域生活の支援 　 [拡充]障害者自立支援法の見直しに向けた緊急措置：149,702
　　・低所得者1・2の１割負担の上限額の引き下げ
　　　（現行1/4→1/8へ）
　　・軽減対象とする所得段階区分を世帯単位から個人単位へ
　　・対象事業　　障がい福祉サービス，補装具費，地域生活支援
　　　事業（利用者定率負担）
　　・事業者の経営基盤の強化
　　　（報酬単価の見直し4％増，ケアホームの重度障がい者支援体制
　　　強化）
　 障がい福祉サービス等の利用者負担軽減：53,424
　　・利用者負担額を国基準額の2割軽減とし，低所得者は，国基準額
　　　の3割軽減とする。
　　・対象事業：介護給付・訓練等給付事業，補装具費支給，地域生活
　　　支援事業（利用者定率負担）

○サービス基盤の充実
　 障がい者施設重度者支援事業補助金：19,887
　 精神障害者地域生活支援施設運営費の助成：7,561
　 精神障害者社会復帰施設運営費補助：214,726

　 精神障害者通所授産施設運営費補助：7,530
  施設入所支援：74,918
  身体障がい者施設入所支援：573,585
  知的障がい者施設入所支援：1,975,740
  障がい児施設入所支援：555,193
　 更生訓練費等給付：2,554

○地域生活を支える人づくり
　 老人精神保健福祉相談事業：131
○スポーツ・文化活動の振興及び余暇活動の支援
　 全国障害者スポーツ大会関連事業費：17,650
　 トキめき新潟大会開催準備事業費：41,660
　 障がい者スポーツ全国大会参加激励金支給：325
　 障がい者福祉センター事業：31,360
○情報提供・コミュニケーション支援の充実
  障がい者のコミュニケーション支援
　　・手話及び要約筆記奉仕員の派遣：7,176
　　・手話通訳者設置事業：9,787
　 点訳等の推進事業：1,480
　 点字・声の広報：8,318（広報広聴課）
　 手話通訳付広報テレビ番組：4,284（広報広聴課）

○権利擁護の推進
  障がい者相談支援事業（再掲）：30,220

保健・医療の充実 2,657,889○障がいの予防と早期発見・早期対応
  車いす身体障がい者健康診査：2,466
○医療及びリハビリテーションの充実
  療養介護：44,011
  重度心身障がい者医療費助成：1,272,170
　 自立支援医療（更生医療）費の支給：637,280
　 自立支援医療（精神通院医療）費の支給：602,772
　 精神障がい者入院医療費助成：67,762
○精神保健と医療施策の推進
　 精神医療事業：31,428



障がい福祉課

（単位：千円）

施策名 予算額 事業概要

平成２０年度当初予算における施策体系別主な事業

雇用促進と就労支援 851,530○雇用促進と一般就労の支援
　 [新規]障がい者就業能力向上支援事業
　　　・障がい者職業能力開発プロモート事業：4,751
　　　・障がい者ITサポートセンター事業：5,000
　　　・人材育成・職業訓練プログラム開発支援事業：2,316
　 就労移行支援・就労継続支援給付：395,674
  精神障がい者社会適応訓練事業：2,777

○福祉的就労の支援
  まちなかほっとショップ運営費助成：1,623
　 地域活動支援センター事業：299,901
　 障がい者小規模作業所補助金：135,516
　 障がい者への簡易作業委託：409

○就労支援事業
　 障がい者雇用促進奨励事業：3,563（商工労働課）

○特別支援教育サポートネットワーク事業：18,610（学校支援課）
  特別支援教育サポートセンター
    ・相談，研修等への支援
    ・専門家チームによる相談体制の確立
  特別支援教育コーディネーター養成研修
○障がい児放課後支援事業（再掲）：28,391
  特別支援学校等の放課後に障がい児の健全育成を図る

快適な生活環境の整備 172,147○住宅環境の整備
  障がい者向け住宅リフォーム資金助成：50,400
　　・助成限度額100万円　複数回利用可能

  障がい者住宅整備資金貸付：104,252
　　・貸付利率1.8％　貸付限度額410万円
○安心・安全なまちづくりの推進
  福祉のまちづくり推進事業：2,000
○人にやさしい歩道整備事業：15,495（土木総務課）

啓発・広報活動の推進 5,400○障がいと障がい者に対する理解の普及
  福祉のまちづくり推進事業（再掲）：2,000
  こころの健康推進事業（再掲）：3,400

療育・教育の充実 47,001

　（3）　ノーマライゼーション社会の実現

　（2）　自立支援と教育の充実


